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７　将来目標人口

（１）総人口の推移
本市の総人口は、合併前の1980年（昭和55年）から減少を続けており、2020年（令和２年）の国勢

調査では42,330人となっています。国立社会保障人口問題研究所（以下、「社人研」とします。）による
と、2040年（令和22年）には2020年（令和２年）と比較して34.9％減の27,545人になると推計され
ています。

人口の推移及び社人研による将来人口推計

※ 総人口は年齢不詳を含みます。
 資料：国勢調査・社人研平成30年３月推計

（２）将来目標人口（人口ビジョン）の見直し
平成30年３月に公表された社人研の推計によると、本市の人口は2060年（令和42年）で15,023人

と２万人を大きく割ることが予想されています。これは、2015年（平成27年）に人口ビジョンを策定
した際に採用した平成25年３月公表の社人研の2060年（令和42年）における推計人口19,433人から
約4,400人少なく、2015年（平成27年）に策定した2060年（令和42年）の目標人口30,000人の半分
の推計となっています。
そこで、現在の人口推移をベースに将来人口の推計を行い、将来目標人口（人口ビジョン）を見直す

こととしました。
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（３）将来人口の推計と分析

（４）人口の将来展望

将来人口展望の設定条件

・  「市内高校の魅力向上」や「しごと」の創出により、人口流出抑制と若年層のUターンを促進します。
（目標：2040年80人程度）
・  魅力的な田舎暮らしの環境を創出することで、幅広い世代のUI ターン（移住）を促進します。（目
標：年間60人程度）

・  安心して子どもを生み育てられる切れ目のない支援により、定住・移住を促進します。
　（目標：合計特殊出生率※を2030年までに2.10）
・  健康で安心して住み続けられる社会を構築します。
※合計特殊出生率：
15歳から49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、１人の女性が一生の間に生む子どもの数を表す指標で
す。

上記の人口対策の効果により、本市の人口を2060年に約25,000人を確保します。
その後も長期にわたり2.0万人～2.5万人を維持することで、持続可能な社会・経済活動を保ちます。
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による
将来人口展望
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② 人口ビジョン
策定時の
社人研準拠推計
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③ 社人研準拠推計
（平成30年3月）
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④ 新たな将来人口展望の設定

（単位：人）

15,023人
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総人口の推移

令和 5年度
南島原市市政懇談会資料

　　　令和 5年 12 月 12 日㈫ 午後 7時 30 分～　布津 世紀の泉
　　　　　　　　　    19 日㈫ 午後 7 時 30 分～　原城オアシスセンター

総人口の推移、将来人口の推計と分析の出典：第Ⅱ期南島原市総合計画後期基本計画



　妊娠、出産、子育てに関する相談をオンラインで
行っています。

①オンライン相談室
　　( オンライン相談室・オンラインセミナー )
②小児科・産婦人科オンライン相談（KidsPublic)

小児科・産婦人科オンライン相談等 こども家庭センター ( 令和 6年 4月開設予定 )

　現行の「子育て世代包括支援センター」と「子
ども家庭総合支援拠点」を一体化し、全ての妊産婦、
子育て世帯、子どもの総合的な相談に応じること
を目的に設置。母子保健施策と子育て支援施策を
切れ目なく提供するとともに、要支援・要保護児
童等への支援体制を強化し、安心して子育てがで
きる環境をさらに充実していきます。

妊産婦医療費助成
★令和５年度新規事業
　妊娠中や産後に必要な医療を受けた時の医療費の
一部助成を行っています。
【内容】妊娠届出をした月の初日から出産  ( 流産の場
　　　  合を含む ) し た月の翌月の末日まで
※保険が適用になる医療費の本人負担額の合計額か
　ら、５万円を差し引いた額の２/３の額
※高額療養費や付加給付がある場合は、その支給額
　を除いた本人負担額が適用

生殖補助医療費助成（特定不妊治療費補助）
★令和５年度新規事業（特定不妊治療費助成事業から移行）
　令和４年度から保険適用となった体外受精・顕微
授精等の生殖補助医療費や、先進医療費について、
高額となる治療費の一部助成を行っています。
【内容】１回の治療につき本人負担額１人 10 万円を上限
※高額療養費や付加給付がある場合その支給額を除いた本
　人負担額が適用
※自己負担は１回１万円。年齢による回数制限あり

こども家庭センター（子育て世代包括支援センター・家庭児童相談室）

南島原市の主な取り組み


